
○ 先進的な取組の共有に対する地方自治体のニーズは高く、先進的な地方自治体の取組事例を横展開し、全国的に市区町村レベルでの取組を一層加速
させていくことが求められている。

○ 多文化共生に係る優良な取組の共有を促進していくため、新たな共有手法として、「多文化共生アドバイザー制度」の創設や「多文化共生地域会議」の
開催に係る仕組みや運用方法等について検討。

（１）多文化共生アドバイザー制度 （２）多文化共生地域会議

多文化共生の推進に関する研究会報告書２０１８（概要）

助言・サポート

都道府県

情報共有

市区町村 市区町村

総 務 省
（有識者・多文化共生アドバイザー等を含む）

都道府県単位（地域ブロック単位等での開催も可）で開催

※多文化共生地域会議の開催に要する経費について
特別交付税措置（Ｈ31新規：市町村分）
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④助言・ノウハウの提供等

＜活用イメージ＞
○先進地視察受入れ
○講演会・研修講師
○個別具体の取組内容への助言
など
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③相談（訪問・派遣依頼・メール等）

※多文化共生アドバイザー制度の活用に要する
経費について特別交付税措置（H31新規：市町村分）

総 務 省

現状・課題・今後の方向性等の共有

地域における多文化共生の取組状況等

多文化共生の取組事例等

多文化共生に係る優良な取組の新たな共有手法

○ 在留外国人数は、約264万人（2018年6月末）と過去最高となっているとともに、多国籍化も進展している。
○ 地方自治体における多文化共生の推進に係る指針・計画の策定状況は、2018年4月1日現在、都道府県・指定都市ではほぼ全ての団体で策定されて
いる一方、市区町村では取組に濃淡がある（市区町村の策定割合は約44％）。

○ 地方自治体へのアンケート調査の結果によると、重点的に取り組んでいる分野等として、多言語対応、教育・日本語学習支援、防災といった分野が多く
挙げられた。また、先進的な取組の共有が期待されている分野も同様の傾向が示されるとともに、先進的な取組の共有に関するニーズの高さがうかがえた。

○ 研究会の中で発表等された主な取組事例と、近年多文化共生の観点からも活用が広がっている「ＪＥＴプログラムの活用」について紹介

＜活用の流れ＞
・総務省はアドバイザー名簿を作成し、アドバイザーに関する情報提供等を実施。
・活用を希望する地方自治体は、アドバイザー名簿を参考にして相談。
・総務省はアドバイザーの活用実績を地方自治体に共有し、活用促進を図る。

＜開催内容（イメージ）＞
・国の施策・全国の取組状況等の紹介
・都道府県内の取組状況等の発表
・多文化共生アドバイザー等による講演、
事例紹介

・グループ討議 等

①アドバイザー登録
の協力依頼

② アドバイザーに関する
情報提供等

（１）地方自治体の窓口等における多言語対応 （２）児童生徒の教育・日本語学習支援 （３）ＪＥＴプログラムの活用

＜開催形式＞
・都道府県による開催（地域ブロック単位や
複数の都道府県合同での開催も可）。

・本会議の開催を促進するため、
総務省においても希望する都道府県との
共催（年間５～６ヶ所程度）を行う。

2019年３月


	スライド番号 1

